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論　文

1950年代前半における簿記学習の論点
─雑誌『月刊簿記』を手掛かりに─
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Ⅰ　はじめに

本稿は，1950年代前半における簿記学習の主要な論点を明らかにすることが目的である。雑誌『月刊

簿記』に掲載された記事のタイトルを収集し，分析・考察を行うことにより，その目的を達成させたい。

戦後，我が国は経済の復興と，企業における活動の活性化とともに，経理の現場において簿記の知識

が求められたものと考えられる。また，終戦後から1950年代にかけて，各種の会計に関係する国家資格

が制定され，各簿記検定試験の実施が開始されたことも，試験対策の側面から簿記学習の必要性は高

まったといえるであろう。1948年には，公認会計士法の施行により，公認会計士が誕生した。第１回の

公認会計士試験が実施されたのは1949年２月である（日本公認会計士協会25年史編さん委員会編1975，

139頁）。1951年には税理士法が制定され，第１回税理士試験が実施された（佐藤1969，100頁）。さらに，

日商簿記検定（日本商工会議所主催簿記検定試験）が初めて実施されたのは1954年11月であった（『月

刊簿記』第６巻第１号，115頁）。全国経理教育協会においても，1956年10月より全経簿記能力検定を開

始している（全国経理教育協会ホームページ「協会の歩み」）。1950年代は，戦後の荒廃から少しずつ立

ち直り，経済活動が活発になりつつあった時期であった。企業の現場においても，簿記の実務が必要と

されていたものと推察される。このように，資格に挑戦する者のほかに，経理の現場の視点からも，

1950年代前半は，簿記学習の必要性が高まった時期であると推察される。
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本稿は，「簿記実務雑誌」と位置付けられた雑誌『月刊簿記』を用いて，当時の簿記学習で求められ

た主要な論点を明らかにすることを試みる。簿記学習の論点を明らかにすることで，当時の企業活動の

内容や，経理の現場で求められた実務の内容の一端を明らかにできると考えている。さらには，公認会

計士試験や簿記検定に求められた簿記学習の原点に立ち返ることにより，現在の簿記学習や資格試験の

問題点を考える材料を提供したいと考えている。

本稿の構成は，以下の通りである。Ⅱ章においては，本稿で用いる史料である雑誌『月刊簿記』の概

要を把握する。雑誌の特徴を把握するとともに，当該雑誌の創刊号の掲載記事から，その特徴を整理す

る。Ⅲ章においては，国立国会図書館デジタルコレクションより雑誌『月刊簿記』に掲載された記事の

タイトルや執筆者の情報を収集し，雑誌の位置づけを把握し，当時の簿記学習の主要な論点を明らかに

することを試みる。当時の実務で重視された論点を推察し，各種資格試験や検定試験に与えた影響を考

察する手がかりを示したいと考えている。

Ⅱ　史料の概要

⑴　『月刊簿記』の概要

雑誌『月刊簿記』は，昭和25年（1950年）11月に，中央経済社により発刊された。図表１は，創刊号

の表紙である１。国立情報学研究所のデータベースである CiNii Research によれば，『月刊簿記』は，

1950年11月から1962年12月まで発刊されている。

CiNii Research において，具体的には，1950年11月

の第１巻第１号から1962年12月の第13巻第12号ま

での145冊と，付録１冊・総目次１冊・総目録１冊，

合わせて148冊の登録を確認することができる。な

お，継続後誌として『経理実務』（中央経済社）

（1963年１月～）が発刊されていることがわかる２。

『月刊簿記』の裏表紙の広告には，「簿記実務雑

誌」との記載があり（図表２），実務を重視した内

容であることがうかがえる。創刊号の最終ページに

は，編集兼発行人である高木勇二による「編集室放

談」（編集後記）の記載があり，以下のように記載

されている（「　」内は，本文より引用。）。

「長い間の懸案だった実務雑誌「簿記」を漸くこ

こに世の中へ送り出す運びになった」「我が国の経

済人の最も大きな欠点の一ツは，経済思想の欠除，

思想・文化の普及発達には文書，特に雑誌が最も効

果的な手段」「経理思想普及のためにも，いくつか 出所：『月刊簿記』第１巻第１号（1950年11月）。

図表１：『月刊簿記』の創刊号の表紙
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の雑誌があり，当社も月刊で Accounting（企業会計）と「監査」を発行し，…（中略）…今迄の雑誌

はどれもこれも，国民全般の経理思想の普及を計るには程度が高すぎる，というよりも，実務を離れて

理論的でありすぎる」「会計学の様な学問は，実務とピッタリ結びつかねば存立の意義がないという自

明の理にもかかわらず，未だに一部の学者先生のなかには，理論偏重の旧癖がぬけきらぬらしい」「国

民全般の経理思想の普及発達のためには，もっともっと実務的な解説的な理論とは離れすぎることは

あっても実際に即した，そして誰でも気軽に手軽に手にする気分になれる雑誌－しかも興味に引きづら

れて読んでいるうちに，知らず知らずに簿記の知識が吸取できる－斯様な雑誌が発行されることがどう

しても肝要」であるとしている。このように，高木は『月刊簿記』が発刊される目的として，実務を重

視した簿記の知識を普及させることを挙げている。理論よりも実務を重視した姿勢を読み取ることがで

きる。

⑵　『月刊簿記』創刊号の概要

『月刊簿記』の創刊号は，昭和25年（1950年）11月に発行された（図表１）。定価は50円（地方定価55

円の記載がある）であった。サイズは A５版３で，本文は80頁ある。

表紙は，ルカ・パチョーリ４（本雑誌では「ルカ・パチョーロ」と表記）の肖像画で，表紙の裏に人

物の紹介がある。創刊号の発行以降，しばらく簿記上の偉人の肖像画が表紙を飾っている５。

創刊号の目次（主な記事のタイトルと執筆者）は，以下の通りである。

　　出所：『月刊簿記』第１巻第１号（1950年11月）。

図表２：『月刊簿記』の裏表紙の広告
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目次

「簿記の使命」　太田哲三（東京商科大学名誉教授　公認会計士）

「簿記学習のあり方」　沼田嘉穂（横浜国立大学教授）

「簿記史上の人々」　片野一郎（一橋大学教授）

「勘定科目の建て方」　近山仁郎（公認会計士）

「繰延勘定」　沢村一男（公認会計士）

「対照勘定について」　川村章一（公認会計士）

「建物の修繕と改良」　田原敏弘（公認会計士）

「再評価と減価償却の予定配賦」　佐藤善助（公認会計士）

「商業簿記と原価計算」　森吉之助（公認会計士　法政大学教授）

「保険差益に対する課税上の特例」　島田喜八（国税庁法人税課）

簿記学習の心得を指南する記事のほか，具体的な簿記処理・会計処理を紹介する記事まで，その内容

は多岐にわたる。とくに，公認会計士による実務に即した簿記処理・会計処理を解説する記事が散見さ

れる。他方で，簿記に関する歴史的な人物を紹介する記事もあり，実務や簿記学習に直接影響を与える

記事ばかりではないことがわかる。

上記のほか，複数のコラム記事や，語句の解説（「簿記かるた」と称し，い・ろ・は・に・ほ・へ・

と……を・わ・か，までを頭文字とする簿記に関するキーワードを解説している。例えば，い「移動平

均法」，ろ「労務費」，は「発生主義」…など６）が記載されている。また，「短歌・俳句」，「囲碁・将棋」，

「麻雀学校」といった簿記とは関係のない娯楽のコーナーも設けられている。

執筆者については，Ⅲ章において詳細に検討するが，創刊号に寄稿した執筆者は，大学教授だけでは

なく，公認会計士や国税庁法人税課員など，実務を重視した陣容がうかがえる。そして，創刊号より，

太田哲三７，沼田嘉穂（Ⅲ章において触れる），片野一郎８など，当時の一流の学者が筆を執っていたこ

とがわかる。出版社側の力の入れようをうかがい知ることができよう。

Ⅲ　1950年代の『月刊簿記』において掲載された論点

⑴　『月刊簿記』を用いた分析

本章では，『月刊簿記』に掲載された記事のタイトルや執筆者のデータを収集し，その内容を分析す

ることで，『月刊簿記』において重視された論点を推察することを試みる。

現在，『月刊簿記』は，国立国会図書館デジタルコレクションにおいて閲覧することが可能である。

本文を閲覧するためには，国立国会図書館を訪問し，同図書館内の専用モニターを使用する必要がある。

ただし，記事のタイトルや，署名記事における執筆者の氏名のみであれば，国立国会図書館の外部から

も確認することができる。

本稿では，国立国会図書館デジタルコレクションを用いて，『月刊簿記』の記事のタイトルと署名記
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事における執筆者の氏名を収集し，多数の記事を寄稿した執筆者

や，重視される傾向にあった論点を浮かび上がらせることを試み

る。本稿では，1950年代前半，具体的には，1950年11月に発刊され

た創刊号（第１巻第１号）から，1955年の第６巻第12号までを分析

対象とした。分析対象期間において，61冊が発刊され，1,401件の

記事のタイトルを確認することができる。これらの執筆者を把握し，

記事のタイトルから主要な論点ごとに分類を行うことを試みた。

⑵　『月刊簿記』の執筆者

上述したように，『月刊簿記』創刊号の裏表紙には，『月刊簿記』

の広告が記載されている。そこには，執筆陣として「公認会計士」

「一般実務家」「国税庁事務官」「学者」と記載されている。「簿記実

務雑誌」との記載も確認でき，「実務寄り」の雑誌であったことが

確認できる（図表２）。なお，裏表紙の広告からは，当時の中央経

済社において，『月刊簿記』を「四大雑誌」の一つとして売り出し

ていたことがわかる（他の３誌は，『企業會計』『会計原則研究』『監

査』）。

本稿では，1950年から1955年までの署名記事について，掲載数の

多い執筆者を集計した。分析対象期間に，1,401件にのぼる記事の

タイトルを確認することができ，このうち830件に執筆者の記載が

あった。10件以上の記事を掲載していた執筆者は，図表３のとおり

である。なお，記事には川柳のような娯楽的な要素のあるものを含

み，共著も１件とカウントしている。あくまでも本稿では，雑誌に

関与した人物の傾向を探ることを目的とする。

記事数が46件を数え，最も記事を掲載している執筆者は，佐藤孝

一と森吉之助である。

佐藤孝一は，当時，早稲田大学教授であった。雑誌『企業会計』（中央経済社）の生みの親とされ（新

井・加古2007，571頁），我が国の会計学の発展と企業会計・監査制度の充実に多大な功績を残した９（新

井・加古2007，571頁）。

森吉之助は，創刊号から記事を寄稿している。創刊号における肩書は，「公認会計士　法政大学教授」

とある。森吉之助は，法政大学教授を務める傍ら，公認会計士としての業務に就き，初代の社団法人日

本公認会計士協会副会長として我が国の会計士界，並びに日本会計研究学会の発展に尽くした10（法政

大学経済学部学会編1960，225-227頁）。

沼田嘉穂は，39件の記事を執筆していることが確認できる（ただし，簿記に関連する記事だけではな

く，自身の作成した川柳の紹介などを含む）。同氏は，創刊号から記事を掲載しており，創刊号におけ

出所：�国立国会図書館デジタルコレク
ションより筆者集計。

図表３：記事数の多い執筆者

執筆者 記事数

佐藤孝一 46

森吉之助 46

沼田嘉穂 39

宮坂保清 24

坂井蔵重 20

山野井房一郎 19

高橋勝一 16

伊藤正一 15

近藤隆英 15

高木康雄 15

高橋正二 15

阪本安一 14

橋本祐次 14

溝口一雄 13

片岡義雄 12

青木茂男 11

井上達雄 11

諸井勝之助 11

染谷恭次郎 10

国芳正已 10

辻真 10

村瀬玄 10
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る肩書は「横浜国立大学教授」となっている。沼田嘉穂は，多数の簿記に関する著書・教科書を残し，

簿記教育に大きく貢献した。また，長年にわたり税理士試験委員を務めている11（大藪2007，1094頁）。

なお，『月刊簿記』は後年，沼田が監修するようになる12。

宮坂保清は，24件の記事を確認することが確認できる。宮坂保清は，明治大学商学部講師の傍ら，公

認会計士として活躍した。公認会計士第二次試験委員や，税理士試験委員，日本公認会計士協会会長な

どを務めている（宮坂1979，奥付）（新井2005，51頁）。

このように，記事数の多い上位４名の執筆者は，大学教員，つまり学者であるが，佐藤は会計制度の

構築に貢献し，森や宮坂は公認会計士として実務に就き，沼田は税理士試験の試験委員を務めるなど，

ともに実務との接点が多いことが特徴として挙げられる。編集兼発行人である高木勇二が「編集室放談」

（編集後記）において述べていたように，実務を重視した執筆者を登用していたことがうかがえる。

このほかにも，署名記事の多い者には，阪本安一13，片岡義雄14，青木茂男15，井上達雄16，諸井勝之

助17，染谷恭次郎18，村瀬玄19など，著名な会計学者の氏名が散見される。他方，近藤隆英20は商業高等

学校教諭，高木康雄21は会計実務の経験が豊富であり，高橋正二22は公認会計士であった。学会・教育・

実務の多様な人材が執筆者として名を連ねていた。

⑶　『月刊簿記』の論点

本節では，『月刊簿記』に掲載された記

事を，タイトルから判断をして分類を行

う。国立国会図書館デジタルコレクション

に掲載されるタイトルのみをもって分類

を行うため，あくまでも大まかな傾向を把

握することを目的とする。分析対象期間

（1950年から1955年）に掲載された1,401件

の記事を，図表４のとおり分類した。

具体的には，大分類として，「学習・受

験」「簿記・会計学全般」「実務紹介」「原

価計算」「個別論点」「税務」「監査」「経営」

「用語」「その他」に分けることとした。さ

らに，小分類として，「学習・受験」を「簿

記学習，問題演習」「大学入試問題分析」

「検定試験分析・案内」「公認会計士・税理

士　試験分析・案内」に分類した。さらに，

「簿記・会計学全般」を「簿記全般（簿記

理論・学説など）」「簿記全般（読み物，

エッセイなど）」「会計学全般」「企業会計  出所：筆者による設定。

図表４：記事の分類の設定（大分類と小分類）

類分小類分大

学習・受験 簿記学習、問題演習

学習・受験 大学入試問題分析

学習・受験 検定試験分析・案内

学習・受験 公認会計士・税理士　試験分析・案内

簿記・会計学全般 簿記全般（簿記理論・学説など）

簿記・会計学全般 簿記全般（読み物、エッセイなど）

簿記・会計学全般 会計学全般

簿記・会計学全般 企業会計原則ほか

簿記・会計学全般 歴史・回顧

実務紹介 業種別実例

実務紹介 経理実務・実務簿記

原価計算 原価計算・工業簿記

原価計算 業種別・原価計算

個別論点 個別論点解説

税務 税法・税務会計

監査 監査（内部牽制ほか含む）

経営 経営全般・経営分析

用語 用語紹介、用語解説

その他 娯楽

その他 懸賞問題

その他 読者のページほか

その他 その他（分類不能）
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原則ほか」「歴史・回顧」に，「実務紹介」を「業種別実例」「経理実務・簿記実務（実務簿記）」に，「原

価計算」を「原価計算・工業簿記」「業種別・原価計算」に分類した。また「その他」を「娯楽」「懸賞

問題」「読者のページほか」「その他（分類不能）」に分けることとした。

大分類の記事数と全体に占める割合は，図表５の通りであ

る。「その他」が最も多い342件（24.4％）を占めた。「その他」

の内訳は，「娯楽」23, 24（213件，15.2％），「懸賞問題」（62件，

4.4％），「読者のページほか」（38件，2.7％）などであった25。

「その他」の記事からは，『月刊簿記』において，娯楽などの簿

記学習とは直接関係のない記事を多用していたことがわかる

が，重視していた簿記の論点の傾向を把握することが困難とな

る。また，「用語」に分類された192件（13.7％）は，用語の紹

介や解説が行われており，記事と呼べるほどの内容ではない。

そのため，重視していた簿記学習の論点を浮かび上がらせるた

めに，分析対象から「その他」と「用語」を除き，あらためて

残りの867件（全体の1,401件から「その他342件」「用語192件」

を除いた記事数）について，その記事数と割合を集計した。こ

の結果を示したものが図表６である。

出所：�国立国会図書館デジタルコレクション
のタイトルより，筆者が分類，集計。

図表５：大分類の記事数と割合

大分類 記事数 割合

学習・受験 201 14.3%

簿記・会計学全般 147 10.5%

実務紹介 78 5.6%

原価計算 69 4.9%

個別論点 285 20.3%

税務 48 3.4%

監査 21 1.5%

経営 18 1.3%

用語 192 13.7%

その他 342 24.4%

合計 1,401 100.0%

　　  出所：国立国会図書館デジタルコレクションのタイトルより，筆者が分類，集計。

図表６：大分類・小分類の記事数と割合（「用語」「その他」に分類された記事を除く）

合割数事記合割数事記類分小類分大

学習・受験 簿記学習、問題演習 75 8.7%

学習・受験 大学入試問題分析 61 7.0%

学習・受験 検定試験分析・案内 42 4.8%

学習・受験 公認会計士・税理士　試験分析・案内 23 2.7%

簿記・会計学全般 簿記全般（簿記理論・学説など） 62 7.2%

簿記・会計学全般 簿記全般（読み物、エッセイなど） 16 1.8%

簿記・会計学全般 会計学全般 33 3.8%

簿記・会計学全般 企業会計原則ほか 18 2.1%

簿記・会計学全般 歴史・回顧 18 2.1%

実務紹介 業種別実例 47 5.4%

実務紹介 経理実務・実務簿記 31 3.6%

原価計算 原価計算・工業簿記 50 5.8%

原価計算 業種別・原価計算 19 2.2%

個別論点 個別論点解説 285 32.9% 285 32.9%

税務 税法・税務会計 48 5.5% 48 5.5%

監査 監査（内部牽制ほか含む） 21 2.4% 21 2.4%

経営 経営全般・経営分析 18 2.1% 18 2.1%

867 100.0% 867 100.0%

69 8.0%

合計

201 23.2%

147 17.0%

78 9.0%
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最も記事数の多いのは，「個別論点解説」であり，285件（32.9％）あった。件数が多く，その詳細な

論点を検証するために，次節においてさらに分析・考察を行うこととする。

次に記事数が多かったのが「学習・受験」に分類した記事であった。とくに「簿記学習，問題演習」

は75件（8.7％）と，毎号のように掲載されていた。ただし，記事のタイトルからは，その中身，つま

り具体的な簿記の論点までは把握することはできない。さらに「大学入試問題分析」に分類された記事

が，61件26（7.0％）と比較的多いことが，特徴的であった。まだ本格的に各簿記検定試験が実施されて

いない時代であり，試験問題の分析や解説は，大学入試問題を対象として扱うことが主流であったこと

がうかがえる。本雑誌は，大学受験生に対して一定の需要があったのかもしれない。「検定試験分析・

案内」は，42件（4.8％）とそれほど多くはない。『月刊簿記』が創刊された直後は，検定試験が実施さ

れていなかったものと推察され，分析対象期間における検定試験の分析や案内の関する記事は相対的に

少なかった。実際に，創刊号には検定試験の案内や解説に相当する記事は掲載されていない。「公認会

計士・税理士　試験分析・案内」に関する記事はさらに少なく，23件（2.7％）であった27。国家資格試

験は特定の時期に実施されるものであり，すべての記事が年の前半（２月～６月）に掲載されていた。

各所に簿記実務を重視する傾向が見受けられる中で，公認会計士や税理士の受験生を読者としてさほど

ターゲットにしていなかったのかもしれない。

「簿記・会計学全般」に分類した記事は，147件と17.0% を占めた。簿記を対象とした雑誌であるので，

当然の結果と言えるかもしれない。「簿記・会計学全体」に分類された記事の内訳は，簿記理論や学説

を紹介する記事（62件，7.2％），会計学全般に関する記事（33件，3.8％）のほか，簿記史上の人物を紹

介・回顧する記事（18件，2.1％）などである。1949年に公表された企業会計原則について解説（18件，

2.1％）も散見された。

「実務紹介」に分類した記事は，78件（9.0％）あった。とくに業種別に実例を紹介していると思われ

るタイトルが散見された。「実務簿記」というキーワードが複数にわたり確認することができ，理論と

は区別して取り上げられた内容であることがうかがえる。

「原価計算」に関する記事は，69件（8.0％）の掲載を確認した。「原価計算・工業簿記」に関する50

件のほか，「業種別の原価計算」を紹介する記事が19件あった。ここでも実務を重視していることがう

かがえる結果となった。

以下，「税務」（48件，5.5％），「監査」（21件，2.4％），「経営」（18件，2.1％）に関連する記事が掲載

された。いずれも，「実務寄り」のタイトルが散見され，実践的な内容が推察される。

このように，『月刊簿記』のタイトルから，その内容を推測し，分類を行ったところ，「実務寄り」の

記事が多かったことが明らかになった。出版社の掲げる「簿記実務雑誌」に沿った内容の記事が掲載さ

れていたことが推察された。出版サイドが想定した読者は，経理事務に就いて簿記を学ぶ者であったの

ではないかと思われる。さらに，「学習・受験」に分類した記事が多く，とくに簿記科目を受験に課し

ている大学入試問題対策の記事が多かったことに特徴を見出した。
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⑷　個別論点の分類

本節では，前節において個別論点解説に分類さ

れた285件について，さらに具体的な論点ごとに

分類を行うこととする。当時，どのような簿記実

務が重視され，簿記学習の視点からどの論点が着

目されていたのか，その概要を明らかにすること

を目的とする。

前節において「個別論点」に分類された285件

の記事を，さらに詳細な論点に分類した結果が，

図表７である。特徴的な点をいくつか取り上げる。

「勘定，勘定学説，勘定科目」のように，「勘定」

に関するタイトルについては，16件（5.6％）の

記事を見出すことができた。具体的には，勘定科

目の建て方や，勘定科目表の作り方など，経理の

現場で役に立つ情報であることがうかがえるタ

イトルを見出すことができた。

「帳簿，帳簿組織」に関する記事は24件（8.4％）

と，目立つ存在であった。帳簿の説明だけではな

く，中小企業における単一帳簿組織を提唱する記

事など，経理の現場に即した内容であることがう

かがえる記事が散見された。

「現金・預金」に関しては，16件（5.6％）の記

事のタイトルを見出したほかに，「資金」に関す

る記事が11件（3.9％）見受けられた。資金の動

きと会計を説明した記事や，資金運用表を説明す

る記事など，企業の現場において有益な情報を示

そうとしていたことがうかがえる。当時（そして，

現在でも），企業の現場では，資金の管理が重要

であり，これらの知識を求める読者が多かったの

ではないかと推察される。

「棚卸資産」に関する記事は，20件（7.0％）と，

比較的多くの機会を設けて紹介されている。具体

的には，棚卸資産の監査について述べた記事や，

期末棚卸の解説，棚卸資産の評価減に係る説明な

ど，その内容は多岐に渡る。経理の現場での需要
出所：�国立国会図書館デジタルコレクションのタイトルよ

り，筆者が分類，集計。

図表７：詳細な論点の区分

論点 記事数 割合

勘定、勘定学説、勘定科目 16 5.6%

帳簿、帳簿組織 24 8.4%

現金・預金 16 5.6%

資金 11 3.9%

受取手形、支払手形 11 3.9%

売掛金、貸倒 9 3.2%

棚卸資産 20 7.0%

有価証券 3 1.1%

有形固定資産 13 4.6%

無形固定資産 4 1.4%

借入金、社債 4 1.4%

引当金 6 2.1%

売上 7 2.5%

特殊商品売買 9 3.2%

仕入 3 1.1%

費用全般 3 1.1%

本支店会計 7 2.5%

資本金、資本全般 8 2.8%

剰余金に関する論点 16 5.6%

積立金、準備金 7 2.5%

剰余金処分、配当 6 2.1%

増資、新株発行 2 0.7%

決算 16 5.6%

試算表 5 1.8%

精算表 5 1.8%

財務諸表 7 2.5%

貸借対照表 7 2.5%

損益計算書 2 0.7%

仕訳・会計処理（詳細不明） 24 8.4%

その他 14 4.9%

合計 285 100.0%
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の高かった論点であったと考えられる。

資本取引に関するタイトルの記事が多いことも，特徴のひとつであると指摘したい。「資本金，資本

全般」が８件（2.8％），「剰余金に関する論点」が16件（5.6％），「積立金，準備金」が７件（2.5％），「剰

余金処分，配当」が６件（2.1％），「増資，新株発行」が２件（0.7％）と，あわせて39件のタイトルを

見出すことができた。資本取引については，実務の扱いが難しく，関心の高い論点だったのではないか

と推察される。今後，当時の実務に照らし合わせて，記事の内容を詳細に検討する必要があるであろう。

「決算」に関するタイトル記事は16件（5.6％）あり，加えて「試算表」に関するものが５件（1.8％），

「精算表」に関する記事が５件（1.8％）あった。さらに，「財務諸表」に関して７件（2.5％），「貸借対

照表」に関して７件（2.5％），「損益計算書」に関して２件（0.7％）の記事を見出すことができた。具

体的には決算整理記入の説明や，決算書類の作成方法，表示の仕方，なかには「実務簿記」というキー

ワードを織り交ぜているタイトルが散見され，「実務寄り」の内容であったことがうかがえる。決算手

続きから，財務諸表の作成に至るまでの論点は，関心が高かったものと推察される。この他，手形に関

する記事，売掛金や貸し倒れに関する記事，有形固定資産を扱った記事，売上に関する記事など，実務

で頻繁に登場するであろうと考えられる論点を取り上げた記事が散見された。さらに，特殊商品売買の

ように，比較的難易度が高い論点にも着目されていたことが見て取れた。

このように，取り上げられた論点を俯瞰すると，帳簿組織に係る論点や，資本取引に係る論点に，関

心が注がれていたことが明らかになった。また，「資金」の管理に関する記事が散見されたように，経

理の現場において求められた知識を重要視していた様子をうかがい知る結果となった。

Ⅳ　おわりに

本稿は，雑誌『月刊簿記』を用いて，1950年代前半における簿記学習の論点の概要を明らかにするこ

とを目的とした。終戦後から1950年代前半は，公認会計士や税理士といった国家資格試験が実施される

ようになり，また，各種検定試験が開始された時期である。1950年代は，我が国において戦後の荒廃か

ら少しずつ立ち直り，経済活動が活発になりつつあった時期であり，企業の現場において，簿記実務の

知識が必要とされていたものと推察される。このように，経理の現場や，学校教育，資格受験など様々

な立場において，1950年代前半は，簿記学習の必要性が高まった時期であると言える。このような時代

背景のなか，当時はどのような簿記学習の論点に着目されていたのか，『月刊簿記』に掲載された記事

のタイトルを収集し，分類を行うことで，明らかにしようと試みた。

『月刊簿記』は，創刊号の広告に「簿記実務雑誌」と位置付けられたように，実務を重視した記事で

構成されていた。実際に，初代の編集兼発行人である高木勇二による「編集室放談」（編集後記）にお

いて，理論偏重ではなく，簿記実務を広く普及させることを趣旨とすることが述べられていた。

本稿では，国立国会図書館デジタルコレクションを用いて，創刊号（第１巻第１号，1950年11月）か

ら第６巻第12号（1955年12月）までの61冊について，1,401件にのぼる掲載された記事のタイトルを収

集し，その内容の分類や執筆者の把握に努めた。
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記事数の上位に位置した執筆者については，著名な学者のほか，実務に通じている者を多用している

ことが明らかになった。当時における著名な学者や実務家に依頼して，雑誌を制作していた様子がうか

がえた。

記事の内容については，そのタイトルから論点を分類した。その結果，簿記の学習や，各種試験に対

応する受験対策の記事のタイトルが多くみられた。とくに，大学受験に関する記事が多く掲載され，特

徴的であることを指摘した。また，具体的な実務を解説する記事や，業種別の実例を紹介する記事に見

られるように，実務を重視する内容が散見されたことに言及した。

個別論点の解説は，285件の記事を確認することができ，最も力を割いている様子がうかがえた。と

くに，「帳簿，帳簿組織」や資本取引に関する記事が多く，これらの論点が，当時の実務や簿記学習に

おいて重要視されていた証左と言えよう。

本稿では，雑誌『月刊簿記』を用いて，1950年代前半に重要視されていた論点の概要を明らかにした。

しかし，本稿で用いた分析手法は，国立国会図書館デジタルコレクションから読み取れるタイトルの名

称から推察したに過ぎない。一つ一つの記事の内容を確認したわけではないので，より精緻な分析が今

後の課題となるであろう。また，『月刊簿記』は1962年12月まで発刊されており，本稿で扱わなかった

1956年から1962年までの記事内容を分析することも必要であると考える。

本稿では，1950年代前半における簿記学習の重要な論点を，ある程度把握することができた。他方，

当時の各種簿記検定試験や，公認会計士試験や税理士試験の内容についての検討は行っていない。実務

と検定試験との関係を明らかにするのであれば，検定試験や資格試験の内容に検討を加えることが課題

となろう。

本稿では検討を行わなかったが，『月刊簿記』では，当時の簿記学者が，簿記に関する学説や，簿記

実務に対する提唱など，幅広いテーマで寄稿をしている。これらの記事の一つ一つが貴重な史料となり

うる。我が国における簿記理論の史的展開を明らかにするためには，これらの記事の内容を検討してい

くことが，今後の最大の課題となってくるであろう。
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注
	 １）	 創刊号のタイトル「月刊簿記」について，「簿」の字における「専」の部分の右上には「、」がない。第２巻

第１号以降は，タイトル文字は「、」がついて「簿」となっている。
	 ２）	 CiNii Research によれば，『月刊簿記』（第１巻第１号：1950年11月～第13巻第12号：1962年12月）の継続後

誌として，『経理実務』（第14巻第１号：1963年１月～第22巻第12号：1971年12月）の登録が確認できる。さ
らに，『経理実務』の継続後誌として『経理と経営』（第23巻第１号：1972年１月～第23巻第５号：1973年５
月）の登録を確認することができる。さらに，この『経理と経営』の継続後誌として，『旬刊経理情報』（1973
年～現在も発刊中）が位置付けられている。

	 ３）	 後年，『月刊簿記』のサイズは B５版になった。筆者の手元にある筆者の手元にある『月刊簿記』1960年第
10巻第11号のサイズは，B５版である。本文のページ数は144頁であり，創刊号と比較して情報量は増加した。

	 ４）	 ルカ・パチョーリ（1445年頃－1517年）は，『スンマ』といわれる『算術・幾何・比及び比例全書』を出版
したことで知られる。同書は活版活字の世界最初の簿記書として，また，ヴェニス式簿記を紹介したものと
して知られ，通称イタリア式簿記の最古の著書とされている（泉谷2007，1113頁）。

	 ５）	 表紙の肖像画は，創刊号・第１巻第１号（1950年11月）はルカ・パチョーリ（「ルカ・パチョーロ」と表記）
であった。以降，第２巻第１号（1951年１月）はシュマーレンバッハ，第２巻第２号（1951年２月）は東奭
五郎，第２巻第３号（1951年３月）は吉田良三，第２巻第４号（1951年４月）はアレキサンダー・アラン・
シャンド，第２巻第５号（1951年５月）は原口亮平，第２巻第６号（1951年６月）は長谷川安兵衛，第２巻
第７号（1951年７月）は下野直太朗，第２巻第８号（1951年８月）はヘンリー・ランド・ハットフィールド，
第２巻第９号（1951年９月）はシェアー，第２巻第10号（1951年10月）は林健二，第２巻第11号（1951年11
月）はモントゴメリー，第２巻第12巻（1951年12月）は水島銕也であった。このように，毎号，国内外の簿
記史上の偉人たちの肖像画が表紙を飾っていた。毎号を購入する読者は胸を躍らせていたに違いない。

	 ６）	 『月刊簿記』創刊号における「簿記かるた」は，以下の通り。い「移動平均法」，ろ「労務費」，は「発生主義」，
に「日記帳」，ほ「法定積立金」，へ「返送品勘定」，と「特殊仕訳帳」，ち「直接費」，り「流動資産」，ぬ「抜
監査」，る「ルーズリーフ元帳」，を「親会社」，わ「割引手形」，か「買入順法」。それぞれのキーワードを，
およそ250字ほどで説明をしている（『月刊簿記』第１巻第１号）。

	 ７）	 太田哲三（1889年－1970年）は，大正期から昭和戦後期におかけて学界と実務会で活躍した。1913年に東京
高等商業学校（東京商科大学の前身）専門部を卒業。東京商科大学教授，中央大学教授を歴任した。また，
日本公認会計士協会会長や企業会計審議会会長などの多くの公職を務めた（安藤2007，97-98頁）（中野
2019，42頁）。

	 ８）	 片野一郎（1903年－1983年）は，1931年に東京商科大学を卒業。東京商科大学附属商学専門部教授などを経
て，一橋大学教授を務めた。また，公認会計士第二・第三次試験委員などの公職を務めた（白鳥2007，176-
177頁）（堀江2019，70頁）。

	 ９）	 佐藤孝一（1905年－1975年）は，早稲田大学商学部を1930年に卒業。同年，早稲田大学商学部助手，その後
専任講師，助教授を経て，1942年に早稲田大学教授に就任した。『現代会計学』（1952年），『剰余金論』（1955
年），『近代監査論』（1957年），『新監査論』（1967年）が代表的著作とされる。日本会計研究学会常務理事，
企業会計審議会委員などを務め，我が国会計学の発展と企業会計・監査制度の充実に多大の功績を残した

（新井・加古2007，571頁）。
	 10）	 森吉之助（1897年－1960年）は，1937年に法政大学を卒業。引き続き大学院に籍をおき，原価計算を専攻し

た。1947年に法政大学講師。1949年に法政大学経済学部教授，原価計算，監査論，経営分析等を担当した。
1949年施行の第１回特別公認会計士試験に合格し，会計士の業務に就く。初代の社団法人日本公認会計士協
会副会長として，我が国の会計士界の発展に尽くしてきた（法政大学経済学部学会編1960，225-227頁）。

	 11）	 沼田嘉穂（1905年－1989年）は，横浜国立大学名誉教授，商学博士（中央大学）。1930年に東京商科大学本
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科を卒業。鹿児島高等商業学校，横浜専門学校，横浜高等商業学校などの教授を歴任。1949年より簿記原理
担当教授として，22年間，横浜国立大学に奉職した。定年退官後に駒澤大学教授をも務めた。税理士試験委
員として，財務諸表論（1952年・1953年），簿記論（1954年～1971年度）を担当した（大藪2007，1094頁）。

	 12）	 筆者の手元にある『月刊簿記』1960年第10巻第11号の表紙には，「沼田嘉穂監修」との記載がある。
	 13）	 阪本安一（1907年－1992年）は，1932年に神戸商業大学卒業。県立神戸高等商業学校教授，神戸商科大学助

教授を経て，神戸商科大学学長を務めた。同大学を定年退官後は，大阪学院大学教授を務めた（野村2007，
564頁）。

	 14）	 片岡義雄は，東京帝国大学を卒業後，明治学院大学，専修大学の各教授を経て，法政大学教授を務めた（片
岡1954，奥付）。

	 15）	 青木茂男（1915年－1987年）は，1938年に早稲田大学を卒業。同助手，講師・助教授を経て1949年に教授に
就任した。日本会計研究学会長，日本学術会議会員，日本学術振興会員，企業会計審議会長，公認会計士審
査会委員などを務めた（西澤2007，5-6頁）。

	 16）	 井上達雄（1907年－1995年）は，1932年に中央大学を卒業。中央大学専任講師を経て，1945年に中央大学教
授に就任した。1951年から1960年にかけて公認会計士試験委員を務めた（金子2019，111頁）。

	 17）	 諸井勝之助は，1946年に東京大学を卒業。東京大学助教授を経て，1963年に東京大学教授。その後，新潟大
学教授，青山学院大学教授を務める。東京大学名誉教授，青山学院大学名誉教授。公認会計士試験委員，企
業会計審議会委員なども歴任した（諸井2002）。

	 18）	 染谷恭次郎は，1946年に早稲田大学を卒業。同年助手に採用され，講師，助教授を経て，1955年に早稲田大
学教授に就任した。国際会計研究学会会長，日本会計研究学会会長，日本学術会議会員を歴任した。また，
公認会計士試験委員（1969－1973年：第２次試験，1976-1979年：第３次試験）のほか，司法試験考査委員，
日本商工会議所簿記検定専門委員を務めた（染谷1997，奥付）。

	 19）	 村瀬玄（1881年－1963年）は，1903年に東京高等商業学校附属教員養成所を卒業。小樽高商教授などを経て，
1940年に東京商科大学附属商学専門部教授となり簿記，会計学の講義を担当した。戦後の GHQ 渉外局「工
業会社および商事会社の財務諸表作成に関する指示書」（1947年）は同氏による起草になるものといわれて
いる（新井2007，1279頁）。公認会計士制度の創設にあたっては，公認会計士審査会委員として活躍した（新
井2007，1279頁）。

	 20）	 近藤隆英は，1959年における自身の著書『絵でわかる簿記』の肩書が東京都立第一商業高等学校教諭となっ
ている（近藤1959）。

	 21）	 高木康雄は，自身の著書『近代簿記精義』によれば，東京商科大学を卒業後，鹿児島高等商業学校教授，福
岡高等商業学校教授，日産自動車株式会社会計係主任，関東工業株式会社会計課長，東海飛行機株式会社経
理部長，高松経済専門学校教授を経て，香川大学教授を務めている（高木1960，奥付）

	 22）	 高橋正二は，自身の著書『増補改訂 例解会計原則精義』によれば，中央大学を卒業後，1949年に公認会計
士の資格を得ている（高橋1954，奥付）。

	 23）	 「娯楽」に分類した記事は，「囲碁将棋」「歌壇」「コント」「川柳」「短歌・俳句」「俳壇」「麻雀学校」「漫画（マ
ンガ）」「趣味のページ」などである。なお，「川柳」には，沼田嘉穂が自身の作画を添えて，作品をたびた
び紹介している。例えば，第２巻第１号（1951年１月）の「簿記川柳」では，次のような作品が紹介されて
いる。「賃上要求　仕訳でも　習って来いと　怒鳴られる」（『月刊簿記』第２巻第１号，30頁）。70余年の時
を経て，現在の簿記学習者に対しても響く作品ではないだろうか。

	 24）	 本稿で分析対象とした1950年代前半の『月刊簿記』においては，「囲碁将棋」「川柳」をはじめ，娯楽に関す
る記事が散見される。しかし，1960年代に入ると，これらに類するタイトルは見られなくなる。筆者の手元
にある『月刊簿記』1960年第10巻第11号においては，簿記に特化した記事のみを確認することができる。

	 25）	 「その他」には，どの小分類にも分類することが困難なタイトル記事も存在し，「その他（分類不能）」（29件，
2.1％）とした。

	 26）	 「大学入試問題分析」に分類した61件の記事のうち，個別の大学・短期大学の分析・解説記事は，のべ58件
であった。複数回にわたり登場した大学は，以下のとおり。４件（同志社大学），３件（小樽商科大学，香
川大学，関西学院大学，神戸大学，神戸商科大学，滋賀大学，東京経済大学，一橋大学，横浜市立大学，横
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浜国立大学，和歌山大学），２件（福島大学，長崎大学，福岡商科大学，松山商科大学，名城大学，山口大学）。
当時，受験科目として簿記を採用し，商業教育を重視していた大学をうかがい知ることができる。

	 27）	 「公認会計士・税理士　試験分析・案内」に分類した23件のうち，公認会計士に関する記事が18件，税理士
に関する記事が５件であった。




